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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第93期
第３四半期
連結累計期間

第94期
第３四半期
連結累計期間

第93期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (百万円) 121,278 98,617 158,033

経常利益 (百万円) 2,875 2,362 3,863

四半期(当期)純利益 (百万円) 1,486 1,538 2,308

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 622 1,560 2,003

純資産額 (百万円) 15,519 18,202 16,893

総資産額 (百万円) 59,838 56,442 58,832

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 35.58 36.84 55.27

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 25.7 32.0 28.5

　

回次
第93期
第３四半期
連結会計期間

第94期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年10月１日
至  平成24年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 6.39 11.75

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関連会社が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）の事業上及び財務上のリス

クに重要な変更及び新たに生じたリスクはありません。　

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　
(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間における海外経済は、米国では緩やかな回復が見られたものの、欧州では財

政問題が長期化し景気は引き続き停滞しました。これまで景気の牽引役であった中国をはじめとする新

興国においても経済の成長ペースが鈍化するなど、全体として景気が減速した状態が続きました。

わが国経済は、東日本大震災の復興需要やエコカー補助金等により緩やかな回復過程にありましたが、

海外経済の減速を受け、円高の影響もあって輸出が減少する中、政策効果の一巡に伴う自動車販売の反動

減など内需の停滞も見られるようになり、景気は低調に推移しました。

このような環境下、当社グループといたしましては、中期経営計画（平成23年度～平成25年度）にて重

点戦略事業として掲げた潤滑油類・資源商材・環境商材などに係わる取引、及び中国・ベトナム関連取

引の拡大に注力して参りました。

しかしながら、世界的な景気減速の中、希土類等の資源商材の需要が大きく縮小し、又、中国における建

設機械需要の大幅な減少により潤滑油類の取引が影響を受けた結果、当第３四半期連結累計期間におけ

る当社グループの売上高は、986億１千７百万円（前年同期比18.7％減）、営業利益は17億７千２百万円

（同35.5％減）となりました。自動車関連事業投資先における前年の東日本大震災による減産の反動増

等により、持分法による投資利益は増加したものの、経常利益は23億６千２百万円（同17.8％減）となり

ました。四半期純利益については、前年同期に特別損失として訴訟関連費用を計上しており、又、当該累計

期間は法人税が減少したことにより、15億３千８百万円（同3.5％増）と前年同期を若干上回る結果とな

りました。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

①  化学品関連事業

中国産の希土輸入取引は、国内需要の低迷により前年同期に比べて大幅に減少しました。難燃剤関連

製品は需要が停滞し、市況の下落もあって減収となりました。電池関連部材については、中国での競争

激化や電気自動車(EV)の不振により取引は低調に推移しました。また、中国製化学品の輸入取引や塗料

・接着剤用薬品、有機溶剤等を中心とした化学品の国内取引は、スマートフォン関連や復興需要等、需

要伸長の好影響があった商品も一部に見られましたが、全体としては需要が停滞し低調でした。

潤滑油等の石油関連製品の貿易取引及び在中国子会社における潤滑油の販売に関しては、建設機械

等の中国国内需要が大幅に減少した影響を受け、取引が大きく減少しました。一方、同製品の国内取引

は、上期に自動車生産が増加したこと等により堅調に推移しました。

この結果、化学品関連事業の売上高は578億７千１百万円（前年同期比25.1％減）、セグメント利益

は10億８千万円（同51.5％減）となりました。
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②  合成樹脂・建材関連事業

合成樹脂分野においては、住宅設備関連取引は前年同期並みでしたが、自動車部品関連取引は自動車

生産の影響を受け減少しました。家電関連部材や液晶関連等の光学フィルム取引、包装用資材取引は需

要が低調に推移し若干減少しました。

建材分野においては、前年同期に東日本大震災の影響を大きく受けた防水資材取引は回復が見られ

ました。断熱材は物件の増加により堅調でした。住宅内装材関連の取引は前年同期並みに推移しまし

た。

この結果、建材分野は回復したものの合成樹脂分野は減少したため、合成樹脂・建材関連事業の売上

高は348億３百万円（前年同期比1.5％減）、セグメント利益は４億７千５百万円（同56.7％増）とな

りました。

③  食料・金属製品関連事業

水産物等の輸入取引は、えび・魚取引とも減少しました。金属製品取引においては、フランジ輸入取

引が国内需要低迷の影響を受けて大きく減少し、又、中国向けの発電用設備部材は、中国での原子力発

電所関連需要が回復せず、前年同様低調に推移しました。硝子製品の輸入取引は昨年度の震災による需

要の落ち込みから回復が見られ、取引は増加しました。

この結果、食料・金属製品関連事業の売上高は59億４千２百万円（前年同期比31.4％減）、セグメン

ト損失は８百万円（前年同四半期セグメント損失６千２百万円）となりました。

　
(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末比23億９千万円減少の564億４千２百万円

となりました。

流動資産は主に取引の減少に伴い売上債権が減少したことや、棚卸資産が減少したことにより、前連結

会計年度末比32億９千２百万円減少の447億８千１百万円となりました。

固定資産は投資有価証券及び出資金の増加等により前連結会計年度末比９億２百万円増加の116億６

千万円となりました。

流動負債は主に短期借入金が減少したことにより、前連結会計年度末比36億４千１百万円減少の338億

７千４百万円となりました。

固定負債は前連結会計年度末比５千８百万円減少の43億６千４百万円となりました。 

また、純資産の部は利益剰余金の増加等により前連結会計年度末比13億９百万円増加の182億２百万円

となりました。

この結果、自己資本比率は32.0％となりました。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成24年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成25年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 41,780,000同左
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数
100株

計 41,780,000同左 ― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成24年12月31日 ― 41,780 ― 4,024 ― 2,761

　

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成24年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式   　16,600 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 41,757,700 417,577 ―

単元未満株式 普通株式　　　5,700 ― 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 41,780,000 ― ―

総株主の議決権 ― 417,577 ―

(注) １．「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式46株が含まれております。

２．当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成24年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成24年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

明和産業株式会社
東京都千代田区丸の内三
丁目３番１号

16,600― 16,600 0.04

計 ― 16,600― 16,600 0.04

　

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成24年10月１

日から平成24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日ま

で）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けており

ます。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,038 2,154

受取手形及び売掛金 *1, *4
 37,867

*1, *4
 37,216

商品 6,034 4,985

その他 1,431 672

貸倒引当金 △298 △247

流動資産合計 48,074 44,781

固定資産

有形固定資産 591 568

無形固定資産 485 510

投資その他の資産

投資有価証券 8,148 9,154

その他 2,085 1,998

貸倒引当金 △553 △571

投資その他の資産合計 9,681 10,581

固定資産合計 10,757 11,660

資産合計 58,832 56,442

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 *4
 28,607

*4
 28,208

短期借入金 6,640 4,634

未払法人税等 417 215

賞与引当金 62 155

その他 1,788 661

流動負債合計 37,516 33,874

固定負債

長期借入金 2,300 2,300

退職給付引当金 318 283

役員退職慰労引当金 89 46

その他 1,715 1,735

固定負債合計 4,422 4,364

負債合計 41,939 38,239
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 4,024 4,024

資本剰余金 2,761 2,761

利益剰余金 10,048 11,336

自己株式 △3 △3

株主資本合計 16,830 18,118

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 733 666

繰延ヘッジ損益 21 20

為替換算調整勘定 △824 △748

その他の包括利益累計額合計 △68 △60

少数株主持分 132 145

純資産合計 16,893 18,202

負債純資産合計 58,832 56,442
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

売上高 121,278 98,617

売上原価 113,163 91,652

売上総利益 8,114 6,964

販売費及び一般管理費 5,367 5,192

営業利益 2,747 1,772

営業外収益

持分法による投資利益 114 601

その他 200 188

営業外収益合計 314 790

営業外費用

支払利息 87 68

為替差損 － 47

その他 99 84

営業外費用合計 186 199

経常利益 2,875 2,362

特別利益

投資有価証券売却益 － 7

ゴルフ会員権売却益 12 －

その他 1 1

特別利益合計 14 8

特別損失

投資有価証券売却損 － 58

出資金評価損 98 －

訴訟和解金 270 －

その他 11 49

特別損失合計 380 108

税金等調整前四半期純利益 2,509 2,262

法人税、住民税及び事業税 793 512

法人税等調整額 218 197

法人税等合計 1,012 710

少数株主損益調整前四半期純利益 1,497 1,552

少数株主利益 11 13

四半期純利益 1,486 1,538
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,497 1,552

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △582 △72

繰延ヘッジ損益 5 △1

為替換算調整勘定 △45 6

持分法適用会社に対する持分相当額 △253 75

その他の包括利益合計 △875 8

四半期包括利益 622 1,560

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 612 1,546

少数株主に係る四半期包括利益 10 13
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【継続企業の前提に関する事項】

　
該当事項はありません。

　
【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　
大連永井塑料制品有限公司は、出資持分の譲渡に伴い関連会社に該当しないこととなったため、当第３四

半期連結会計期間より持分法適用の範囲から除外しております。

　

【会計方針の変更等】

　
記載すべき重要な事項はありません。

　
【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

該当事項はありません。

　
【追加情報】

　
該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
＊１  売上債権の流動化

当社は、受取手形及び売掛金の流動化を行っており、当第３四半期連結会計期間末の金額は次のとおり

であります。
　 　 （単位：百万円）

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

受取手形譲渡額 1,116 103

売掛金譲渡額 1,051 175

売掛金流動化に伴う遡及義務額 354 58

　
  ２  保証債務

当社の従業員の金融機関からの借入れに対し、債務保証を行っております。
　 　 （単位：百万円）

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

従業員住宅ローン 14 12

　
  ３  当座貸越契約

当社グループは運転資金の効率的な調達を行うため主要取引金融機関と当座貸越契約を締結しており

ます。この契約に基づく当第３四半期連結会計期間末における借入未実行残高は次のとおりです。
　 　 （単位：百万円）

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

当座貸越契約の総額 4,540 4,450

借入実行残高 － －

差引額 4,540 4,450

　
＊４  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満

期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。
　 　 （単位：百万円）

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

受取手形 472 702

支払手形 461 368
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）及び負ののれんの償

却額は、次のとおりであります。
　 　 （単位：百万円）

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

減価償却費 92 85

負ののれんの償却額 3 3

　
(株主資本等関係)

　
前第３四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日）

　
１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 208 5.00平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金

　
２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間の末日後となるもの

　
該当事項はありません。

　
当第３四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日）

　
１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 250 6.00平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金

　
２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間の末日後となるもの

　
該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　
Ⅰ  前第３四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日）

　
１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
　 　 （単位：百万円）

　
報告セグメント

調整額
(注)1

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)2

化学品
関連事業

合成樹脂・建材
関連事業

食料・金属製品
関連事業

合計

売上高 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 77,292 35,329 8,656121,278 － 121,278

セグメント間の内部
売上高又は振替高

116 386 17 519 △519 －

計 77,408 35,716 8,673121,798△519 121,278

セグメント利益又は
損失（△）

2,225 303 △62 2,466 213 2,679

（注）調整額は、以下のとおりであります。

1.  セグメント利益又は損失の調整額213百万円には、セグメント間取引消去58百万円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△70百万円、棚卸資産の調整額９百万円、及び利息費用の調整額216百万円が含まれております。

全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない本社経費であります。

2.  セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益に受取利息と支払利息を加減した数値と調整を

行っております。

　
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　
該当事項はありません。

　
Ⅱ  当第３四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日）

　
１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
　 　 （単位：百万円）

　
報告セグメント

調整額
(注)1

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)2

化学品
関連事業

合成樹脂・建材
関連事業

食料・金属製品
関連事業

合計

売上高 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 57,871 34,803 5,942 98,617 － 98,617

セグメント間の内部
売上高又は振替高

226 127 2 356 △356 －

計 58,097 34,930 5,945 98,973△356 98,617

セグメント利益又は
損失（△）

1,080 475 △8 1,547 188 1,735

（注）調整額は、以下のとおりであります。

1.  セグメント利益又は損失の調整額188百万円には、セグメント間取引消去△15百万円、各報告セグメントに配分

していない全社費用９百万円、棚卸資産の調整額１百万円、及び利息費用の調整額192百万円が含まれております。

全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない本社経費であります。

2.  セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益に受取利息と支払利息を加減した数値と調整を

行っております。

　
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　
該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　
１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
  至  平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
  至  平成24年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 35円58銭 36円84銭

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益金額（百万円） 1,486 1,538

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 1,486 1,538

普通株式の期中平均株式数（千株） 41,763 41,763

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　
(重要な後発事象)

　
該当事項はありません。

　
　
　
２ 【その他】

　
該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成25年２月12日

明和産業株式会社

取締役会  御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    茂    木    浩    之    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    西    川    福    之    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている明和
産業株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平
成24年10月１日から平成24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年
12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期
連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、明和産業株式会社及び連結子会社の平成24年
12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示してい
ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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